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≪宮城県収入証紙の販売について≫ 

県内に本店を置く銀行，信用金庫等 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kaikei/sendai.html（会計課ホームページ））で購入してください。 

（２）国土交通大臣許可の申請手続 

●東北地方整備局で発行する「東北地方整備局管内の建設業大臣許可業者における建設業許可の手引き」を

確認の上，申請してください

※本手引きは，主に宮城県知事許可業者を対象としていますので，国土交通大臣許可を申請する際の提出

書類と異なる場合があります。特に確認資料については直接下記までお問い合わせください。 

≪管轄行政庁≫

国土交通省東北地方整備局 建政部建設産業課建設業係 

   〒980－8602 仙台市青葉区本町３丁目３－１ 仙台第１地方合同庁舎（Ｂ棟）１４階   

電話：  022-225-2171（代表）（内線6145） 

    ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：  http://www.thr.mlit.go.jp/ 

●宮城県内に主たる営業所があり国土交通大臣許可の申請を申請する方は，以下の受付窓口に申請を提出し

てください（※申請書類の内容に関する質問は，東北地方整備局までお願いいたします）。 

 ≪申請窓口≫ 

宮城県土木部事業管理課 建設業振興・指導班 宮城県庁（行政庁舎）８階南側 

   〒980-8570宮城県仙台市青葉区本町3-8-1 

    電話：022-211-3116（直通） 

※令和２年４月１日からは，国土交通省東北地方整備局建政部建設産業課建設業係 

（〒980－8602 仙台市青葉区本町３丁目３－１ 仙台第１地方合同庁舎（Ｂ棟）１４階）が申請窓口とな 

ります。 

※申請受付時間：午前９時から午前１１時３０分，午後１時から午後４時３０分まで 

 ●提出部数 

    正本１通（押印したもの）綴り方は東北地方整備局作成の手引きを御参照ください。 

    副本１通（正本のコピーで可）会社控え分となります。 

 ●申請手数料は下表のとおりです。 

 申請区分 申請手数料等 

国土交

通大臣

許 可 

○新規，許可換え新規，般・特新規 登録免許税１５万円（仙台北税務署宛に銀行，郵便局等

を通じて納入し，納付書を正本に貼付） 

○業種追加又は更新 申請手数料５万円（収入印紙を正本に貼付） 

○その他上記の組合せにより，加算されます。窓口にお問い合わせ下さい。 

※なお，大臣許可の新規申請を取り下げる場合は，「許可申請の取下げ願」及び「登録免許税の還付願」を併せ

て提出してください。 
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≪宮城県収入証紙の販売について≫ 

県内に本店を置く銀行，信用金庫等 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kaikei/sendai.html（会計課ホームページ））で購入してください。 

（２）国土交通大臣許可の申請手続 

●東北地方整備局で発行する「東北地方整備局管内の建設業大臣許可業者における建設業許可の手引き」を

確認の上，申請してください

※本手引きは，主に宮城県知事許可業者を対象としていますので，国土交通大臣許可を申請する際の提出

書類と異なる場合があります。特に確認資料については直接下記までお問い合わせください。 

≪管轄行政庁≫

国土交通省東北地方整備局 建政部計画・建設産業課建設業係 

   〒980－8602 仙台市青葉区本町３丁目３－１ 仙台第１地方合同庁舎（Ｂ棟）１４階   

電話：  022-225-2171（代表）（内線6145） 

    ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：  http://www.thr.mlit.go.jp/ 

●宮城県内に主たる営業所があり国土交通大臣許可の申請を申請する方は，以下の受付窓口に申請を提出し

てください（※申請書類の内容に関する質問は，東北地方整備局までお願いいたします）。 

 ≪申請窓口≫ 

宮城県土木部事業管理課 建設業振興・指導班 宮城県庁（行政庁舎）８階南側 

   〒980-8570宮城県仙台市青葉区本町3-8-1 

    電話：022-211-3116（直通） 

※申請受付時間：午前９時から午前１１時３０分，午後１時から午後４時３０分まで 

 ●提出部数 

    正本１通（押印したもの）綴り方は東北地方整備局作成の手引きを御参照ください。 

    副本１通（正本のコピーで可）会社控え分となります。 

 ●申請手数料は下表のとおりです。 

 申請区分 申請手数料等 

国土交

通大臣

許 可 

○新規，許可換え新規，般・特新規 登録免許税１５万円（仙台北税務署宛に銀行，郵便局等

を通じて納入し，納付書を正本に貼付） 

○業種追加又は更新 申請手数料５万円（収入印紙を正本に貼付） 

○その他上記の組合せにより，加算されます。窓口にお問い合わせ下さい。 

※なお，大臣許可の新規申請を取り下げる場合は，「許可申請の取下げ願」及び「登録免許税の還付願」を併せ

て提出してください。 
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○プレストレストコンクリート構造物工事に該当する請負代金の額として記載できる額について 

①入札公告の際の参加資格業種が「プレストレストコンクリート構造物工事」である場合 

請負代金の全額を計上することができる。 

②入札公告の際の参加資格業種が「土木一式工事」である場合 

参加資格業種が「土木一式工事」であり，その中に「プレストレストコンクリート構造物工事」を

含む場合は，当該契約の工事費内訳書等により下記に掲げる工事の工種（注１）について，請負代金

の額を計上の対象とする。 

（注１）橋梁，函渠等，プレストレストコンクリート構造物工事に掛かる以下の費用を対象とする。 
・材料費，制作費，施工費 

・附属施設等 

・舗装工 

・作業土工 

・仮設工 

・諸経費相当額 等 

（注２）プレストレストコンクリート構造物工事の請負代金について，経営事項審査を受ける場合で，

直前２年又は直前３年の平均が１億円を超える場合は，入札公告の際の参加資格業種が「プレス

トレストコンクリート構造物工事」である工事については，入札公告等，参加資業種が分かる資

料及び契約書の写し（最終の請負代金がわかるもの），参加資格業種が「土木一式工事」である工

事については，工事費内訳書等，プレストレストコンクリート構造物工事が明確に判別できる資

料（最終の工事費内訳がわかるもの）を，各一部提出すること。 

    尚，資料の提出は，経営事項審査で２年平均を選択する場合，プレストレストコンクリート構

造物工事の請負代金の合計が２億円に達するまで，３年平均を選択する場合には，プレストレス

トコンクリート構造物工事の請負代金の合計が３億円に達するまでで可とする。（※既に提出した

資料については省略可能） 

11 「小計」の欄は，ページごとの完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうちの元請工事に係

る請負代金の額の合計及び 10 により「ＰＣ」，「法面処理」又は「鋼橋上部」について請負代金の額

を区分して記載した額の合計を記載すること。 

12 「合計」の欄は，最終ページにおいて，すべての完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのう

ちの元請工事に係る請負代金の額の合計及び 10 により「ＰＣ」，「法面処理」又は「鋼橋上部」につ

いて請負代金の額を区分して記載した額の合計を記載すること。 
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11 「小計」の欄は，ページごとの完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうちの元請工事に係

る請負代金の額の合計及び 10 により「ＰＣ」，「法面処理」又は「鋼橋上部」について請負代金の額

を区分して記載した額の合計を記載すること。 

12 「合計」の欄は，最終ページにおいて，すべての完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのう

ちの元請工事に係る請負代金の額の合計及び 10 により「ＰＣ」，「法面処理」又は「鋼橋上部」につ

いて請負代金の額を区分して記載した額の合計を記載すること。 

改正後（新） 改正前（旧）



土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 ほ しゅ 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

［1年］ 61 ○ ○

［1年］ 6A ○ ○ ☆

40 ○

［1年］ 62 ○ ○

［1年］ 63 ○ ○

60 ○

登録電気工事基幹技能者 ○ ○

登録橋梁基幹技能者 ○ ○

登録造園基幹技能者 ○

登録コンクリート圧送基幹技能者 ○

登録防水基幹技能者 ○

登録トンネル基幹技能者 ○

登録建設塗装基幹技能者 ○

登録左官基幹技能者 ○

登録機械土工基幹技能者 ○

登録海上起重基幹技能者 ○

登録ＰＣ基幹技能者 ○ ○

登録鉄筋基幹技能者 ○

登録圧接基幹技能者 ○

登録型枠基幹技能者 ○

登録配管基幹技能者 ○

登録鳶・土工基幹技能者 ○

登録切断穿孔基幹技能者 ○

登録内装仕上工事基幹技能者 ○

登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者 ○

登録エクステリア基幹技能者 ○ ○ ○

登録建築板金基幹技能者 ○ ○

登録外壁仕上基幹技能者 ○ ○ ○

登録ダクト基幹技能者 ○

登録保温保冷基幹技能者 ○

登録グラウト基幹技能者 ○

登録冷凍空調基幹技能者 ○

登録運動施設基幹技能者 ○ ○ ○

登録基礎工基幹技能者 ○

登録タイル張り基幹技能者 ○

登録標識・路面標示基幹技能者 ○ ○

登録消火設備基幹技能者 ○

登録建築大工基幹技能者 ○

登録硝子工事基幹技能者 ○

登録土工基幹技能者 ○

登録ALC基幹技能者 ○
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●/■/★・・・特定（法第１５条第２号イ）の資格を有するもの　　　　○/□/☆・・・一般（法第７条第２号ハ）の資格を有するもの　（注）特定の資格を有するものは一般の資格も有する。

□■・・・平成２８年度以降に合格した者，又は平成２７年度以前に合格して解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講をした者。

　　　　（技術士法に基づく資格にあっては，資格取得日に関わらず解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要）

☆★（みなし解体資格）・・・平成２７年度以前に合格した者（平成３３年３月３１日まで有効）

網掛けしてある業種は、指定建設業種なので、特定建設業の許可の場合、実務経験等ではなく専任技術者は●/■/★の資格を有しているものでなければならない。

電話　０３-３５５５-２１９６　

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

　　　　　（公財）全国解体工事業団体連合会

　　　　　〒１０４－００３２　東京都中央区八丁堀４－１－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

登録解体工事講習

（一財）全国建設研修センター

〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

登録基礎ぐい工事試験

技　術　士

（公社）日本技術士会　技術士試験センター

〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－１－２０　田中山ビル８F

電話　０３－３４５９－１３３３　URL　http://www.engineer.or.jp/

土木施工管理技士 （一財）全国建設研修センター

管工事施工管理技士 〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

造園施工管理技士

技　能　士

宮城県職業能力開発協会

〒981-0916　仙台市青葉区青葉町１６－１

電話　０２２－２７１－９２６０

建築施工管理技士 （一財）建設業振興基金

電気工事施工管理技士 〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－２－１２　虎ノ門４丁目MTビル２号館内

電話　０３－５４７３－１５８１　URL　http://www.fcip-shiken.jp/

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

資格名称 実施機関（問合せ先）

建設機械施工技士

（一社）日本建設機械施工協会

〒105-0001　東京都港区芝公園３－５－８　機械振興会館内

電話　０３－３４３３－１５７５　URL http://www.jcmanet.or.jp/jcma/

【注３】　鉄工：昭和60年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」とするものに限られます。

【注４】　鉄筋施工：改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作業」とするものの双方に合格した者に限られます。

【注５】　板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、選択科目を「建築板金作業」とするものに限られます。

　　　　　　　　　　　  　　　板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はありません。

【注６】　木工：改正政令による改正後の木工とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られます。

主な国家資格等についての問合せ先

建築設備士

１級計装士

登録解体工事試験

その他

【注２】　配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和48年政令第98号。以下「改正政令」といいます。）による改正後の配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られます。

基幹技能者

種

目

36

地すべり防止工事士

地すべり防止工事士（みなし解体資格）

【注１】　とび・とび工（２級）：合格後３年間の実務経験が，解体工事業に関するものであればコード「５７」，とび・土工工事業に関するもの（ただし，平成28年5月31日までの経験に限る）であればコード「５B」となる。
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［1年］ 61 ○ ○

［1年］ 6A ○ ○ ☆

40 ○

［1年］ 62 ○ ○

［1年］ 63 ○ ○

60 ○

登録電気工事基幹技能者 ○

登録橋梁基幹技能者 ○

登録造園基幹技能者

登録コンクリート圧送基幹技能者 ○

登録防水基幹技能者 ○

登録トンネル基幹技能者 ○

登録建設塗装基幹技能者 ○

登録左官基幹技能者 ○

登録機械土工基幹技能者 ○

登録海上起重基幹技能者 ○

登録ＰＣ基幹技能者 ○ ○

登録鉄筋基幹技能者 ○

登録圧接基幹技能者 ○

登録型枠基幹技能者 ○

登録配管基幹技能者

登録鳶・土工基幹技能者 ○

登録切断穿孔基幹技能者 ○

登録内装仕上工事基幹技能者 ○

登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者 ○

登録エクステリア基幹技能者 ○ ○ ○

登録建築板金基幹技能者 ○ ○

登録外壁仕上基幹技能者 ○ ○ ○

登録ダクト基幹技能者

登録保温保冷基幹技能者 ○

登録グラウト基幹技能者 ○

登録冷凍空調基幹技能者

登録運動施設基幹技能者 ○

登録基礎工基幹技能者 ○

登録タイル張り基幹技能者 ○

登録標識・路面標示基幹技能者 ○ ○

登録消火設備基幹技能者 ○

登録建築大工基幹技能者 ○

登録硝子工事基幹技能者 ○

99

●/■/★・・・特定（法第１５条第２号イ）の資格を有するもの　　　　○/□/☆・・・一般（法第７条第２号ハ）の資格を有するもの　（注）特定の資格を有するものは一般の資格も有する。

□■・・・平成２８年度以降に合格した者，又は平成２７年度以前に合格して解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講をした者。

　　　　（技術士法に基づく資格にあっては，資格取得日に関わらず解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要）

☆★（みなし解体資格）・・・平成２７年度以前に合格した者（平成３３年３月３１日まで有効）

網掛けしてある業種は、指定建設業種なので、特定建設業の許可の場合、実務経験等ではなく専任技術者は●/■/★の資格を有しているものでなければならない。

電話　０３-３５５５-２１９６　

【注１】　とび・とび工（２級）：合格後３年間の実務経験が，解体工事業に関するものであればコード「５７」，とび・土工工事業に関するもの（ただし，平成28年5月31日までの経験に限る）であればコード「５B」となる。

地すべり防止工事士

地すべり防止工事士（みなし解体資格）

建築設備士

１級計装士

登録解体工事試験

その他

【注２】　配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和48年政令第98号。以下「改正政令」といいます。）による改正後の配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られます。

基幹技能者

種

目

36

電話　０３－３４３３－１５７５　URL http://www.jcmanet.or.jp/jcma/

【注３】　鉄工：昭和60年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」とするものに限られます。

【注４】　鉄筋施工：改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作業」とするものの双方に合格した者に限られます。

【注５】　板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、選択科目を「建築板金作業」とするものに限られます。

　　　　　　　　　　　  　　　板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はありません。

【注６】　木工：改正政令による改正後の木工とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られます。

主な国家資格等についての問合せ先

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

資格名称 実施機関（問合せ先）

建設機械施工技士

（一社）日本建設機械施工協会

〒105-0001　東京都港区芝公園３－５－８　機械振興会館内

技　能　士

宮城県職業能力開発協会

〒981-0916　仙台市青葉区青葉町１６－１

電話　０２２－２７１－９２６０

建築施工管理技士 （一財）建設業振興基金

電気工事施工管理技士 〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－２－１２　虎ノ門４丁目MTビル２号館内

電話　０３－５４７３－１５８１　URL　http://www.fcip-shiken.jp/

技　術　士

（公社）日本技術士会　技術士試験センター

〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－１－２０　田中山ビル８F

電話　０３－３４５９－１３３３　URL　http://www.engineer.or.jp/

土木施工管理技士 （一財）全国建設研修センター

管工事施工管理技士 〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

造園施工管理技士

登録基礎ぐい工事試験

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

　　　　　（公財）全国解体工事業団体連合会

　　　　　〒１０４－００３２　東京都中央区八丁堀４－１－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

登録解体工事講習

（一財）全国建設研修センター

〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

-60-

改正後（新） 改正前（旧）


